地球温暖化防止活動推進センター指定申請書

令和　　年　　月　　日

（あて先）
川崎市長　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　法人名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ふりがな
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印　　
　地球温暖化対策の推進に関する法律（平成10年法律第117号）第38条の規定に基づき、川崎市地球温暖化防止活動推進センターの指定を受けたいので、関係書類を添えて申請します。

１　名称及び住所並びに代表者の氏名

	名　　　　称
	

	住　　　　所
	

	代表者の氏名
	


２　事務所の名称及び所在地

	名　　　称
	

	所　在　地
	


３　申請に係る担当者の氏名及び連絡先

	担当者氏名
	

	連　絡　先
	電話番号
	

	
	ファックス番号
	

	
	E-mail　アドレス
	


４　本申請書に添付する書類

（1） 定款又は寄付行為

（2） 登記事項証明書

（3） 役員の氏名、住所及び略歴を記載した書面

（4） 収支計算書（直近の1年分）
（5） 貸借対照表（直近の1年分）

（6） 財産目録

（7） 活動実績書（様式３）

（8） 事業計画書（様式４－１、様式４－２）及び事業説明資料

（9） 確認書（様式５）

様式３
活　動　実　績　書

１　地球温暖化対策に関連した活動実績

	実施年月
	事業名
	事業概要

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


２　地域ネットワークを活かした活動実績

	実施年月
	事業名
	事業概要

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


＊事業が多数ある場合は、最近実施した事業を中心に記載してください。

様式４－１
事業計画書
　　　川崎市地球温暖化防止活動推進センターとして指定を受けた場合、令和2年度～4年度の指定

期間中に実施したい事業名を記載してください。
	No
	事業名
	Ⅰ事業区分
	Ⅱ財源見込
	実施予定

年度

	１
	
	1・2・3

4・5・6
	1・2・3
	29・30・31

	２
	
	1・2・3

4・5・6
	1・2・3
	29・30・31

	３
	
	1・2・3

4・5・6
	1・2・3
	29・30・31

	４
	
	1・2・3

4・5・6
	1・2・3
	29・30・31

	５
	
	1・2・3

4・5・6
	1・2・3
	29・30・31

	６
	
	1・2・3

4・5・6
	1・2・3
	29・30・31


　　
Ⅰ　事業区分（温対法第38条第2項に規定された事業）
１　・・・　温暖化防止に向けた普及啓発活動、地球温暖化防止活動推進員・民間団体の支援
２　・・・　日常生活における温室効果ガス排出抑制に関する照会・相談対応、助言

３　・・・　日常生活における温室効果ガス排出実態の調査及び分析
４　・・・　日常生活における温室効果ガス排出実態調査結果の提供
５　・・・　行政が行う施策への協力

６　・・・　１～５の事業に附帯する事業

　Ⅱ　財源見込

　　　１　・・・　市（市の委託費等）

　　　２　・・・　国（環境省の補助金等）

　　　３　・・・　自主（会費、募金、基金等）
· 実施したい事業が多数ある場合は、本様式をコピーして事業名を記載してください。
様式４－２

事業計画書（事業別）

	NO.　　　　

	事業名
	

	事　業　概　要
	

	実施体制
	

	事　　業　　費
	事業費内訳
	金額（円）

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	合　　計
	

	事業により

期待される効果
	

	備　　　　　考
	· １事業ごとに事業計画書（事業別）を作成すること。

· 必要に応じて資料を添付すること。


様式５
確　　認　　書

令和　　年　　月　　日

（あて先）
川崎市長　

住　　　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　法人名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ふりがな
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印　　
　地球温暖化対策の推進に関する法律（平成10年法律第117号）第38条の規定による地球温暖化防止活動推進センターの指定に係る申請にあたり、下記の事項について確認し、間違いない旨報告いたします。

記

１　提出書類に間違いがないこと

２　宗教の教義を広め、儀式行事を行い、及び信者を教化育成することを主たる目的とする団体でないこと

３　政治上の主義を推進し、支持し、又はこれに反対することを主たる目的とする団体でないこと

４　特定の公職（公職選挙法（昭和25年法律第100号）第３条に規定する公職をいう）にある者（候補者を含む。）又は政党を推薦し、支持し、又は反対する活動を行う団体でないこと

５　自己又は自団体の役員等が次のいずれにも該当しないこと。
　(1) 川崎市暴力団排除条例（平成24年川崎市条例第５号。以下「条例」という。）第２条第１号に規定する暴力団、同条第２号に規定する暴力団員、同条第３号に規定する暴力団員等、同条第５号に規定する暴力団経営支配法人等又は条例第７条に規定する暴力団員等と密接な関係を有すると認められる者

　(2) 神奈川県暴力団排除条例（平成22年神奈川県条例第75号）第23条第１項又は第２項に規定する行為をしている者

　(3) 下請契約又は資材、原材料の購入契約その他の契約に当たり、その相手方が上記(1)のいずれかに該当することを知りながら、当該者と契約を締結している者
様式２








